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我が国における
廃止措置の状況

2



知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2017.8 日本原子力発電株式会社

00

05

10

15

20

25

30

35

40

45

運転年数

平均運転年数（約27年）

敦賀1

玄海1

伊方1

美浜1

美浜2
島根1

東海

浜岡1

1F-5
浜岡2

1F-6

1F1～4

日本の原子力発電プラントの運転年数

運転段階軽水炉42基

2017年5月末現在

3



知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2017.8 日本原子力発電株式会社

状況 基数 備考

運転中 5基 川内1,2号,伊方3号,高浜3,4号

運転準備段階(設置許可済) 7基 高浜1,2号, 美浜3号,
大飯3,4号,玄海3,4号

安全審査手続き中 14基 東海第二,浜岡3,4号,
泊1～3号,女川2号,敦賀2号他

検討中 19基 柏崎1～５号,大飯1,2号他

廃止措置準備中(恒久停止) 1基 もんじゅ

廃止措置実施中 10基 東海, ふげん,浜岡1,2号,
美浜1,2号, 玄海1号, 島根1号,
敦賀1号,伊方1号

廃炉に向けた取組実施中 6基 福島第一1～6号

国内の原子力発電所の状況
2017年6月28日現在

4
建設中の島根3号,大間1号,東電東通1号を含む
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運転を停止した原子力発電所

発電所 運転者 炉型 電気出力
営業運転
開始日

廃止日

東海 原電 GCR 166MW 1966.07.25 1998.03.31

ふげん JAEA ATR 165MW 1979.03.20 2003.03.29

浜岡-1 中部 BWR 540MW 1976.03.17 2009.01.30

浜岡-2 中部 BWR 840MW 1978.11.29 2009.01.30

敦賀-1 原電 BWR 357MW 1970.03.14 2015.04.27

美浜-1 関西 PWR 340MW 1970.11.28 2015.04.27

美浜-2 関西 PWR 500MW 1972.07.25 2015.04.27

玄海-1 九州 PWR 559MW 1975.10.15 2015.04.27

島根-1 中国 BWR 460MW 1974.03.29 2015.04.30

伊方-1 四国 PWR 566MW 1977.09.30 2016.05.10

もんじゅ JAEA FBR 280MW 1991.05.18
(試運転開始日)

2016.12.21
(廃止決定日)
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国内原子力プラントの廃止措置スケジュール
（特定原子力施設である1F-1～6は除く。スケジュールは現行廃止措置計画工程。）

1980年 1990年 2000年 2010年 2020年 2030年

15年間 JPDR（動力試験炉）解体と技術開発（1982年解体届～1996年解体終了）

25年間東海発電所(2001年～2025年)

26年間

28年間

ふげん(2008年～2033年)

浜岡1,2号(2009年～2036年)

敦賀1号（2017年～2039年） 24年間

美浜1,2号（ 2017年～2045年） 30年間

島根1号（ 2017年～2045年） 30年間

28年間玄海1号（ 2017年～2043年）

伊方1号（ 2017年～2056年） ） 40年間

国内原子力発電プラントの廃止措置スケジュール
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8

日本原子力研究所（日本原子力研究開発機構） 動力試験炉
（ＪＰＤＲ：Japan Power Demonstration Reactor）

運転中のＪＰＤＲサイト 廃止措置終了後のＪＰＤＲ跡地

１９８２．１２ 解体届（含む燃料搬出）
１９８３． ４ 燃料体施錠、移送
１９８６．１２ 解体作業開始

費用：約２３０億円（含技術開発）
放射性廃棄物：３，７７０トン

研究炉の廃止措置実施例（国内）

1996.3  解体完了



東海発電所の廃止措置の状況
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東海発電所の概要

9

・１９６６年 ７月２５日 営業運転開始
・１９９８年 ３月３１日 営業運転停止 （約３２年間運転）
・２００１年１０月 ４日 「原子炉解体届」を経済産業省に提出
・２００１年１２月 ４日～ 廃止措置

○ 電気出力 ： １６万６千キロワット

○ 原子炉型 ： 黒鉛減速・炭酸ガス冷却型 （ＧＣＲ）

○ 燃 料 ： 天然ウラン燃料 （英国BNFLで再処理）

原子炉
（黒鉛ブロック減速材）

熱交換器
（計４基）
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東海発電所廃止措置計画の概要

10

原子炉、附属設備及び建屋を解体撤去し、更地

の状態に復することを基本

原子炉領域は、安全貯蔵後、解体撤去

原子炉領域以外の附属設備等は、安全貯蔵期間

開始時点から順次解体撤去

廃止措置は、長期に亘る計画であるため、工程を

分割して進めていく
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東海発電所の推定汚染分布

11

熱交換器
原子炉圧力容器

熱交換器建屋

ガスダクト
排気筒

原子炉建屋

燃料取扱建屋

タービン建屋

上部構造物

生体遮へい体

炉内
構造物

運転床領域

使 用 済 燃 料
冷却池建屋

低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物

：放射能レベルの比較的高いもの（Ｌ１）

：放射能レベルの比較的低いもの （Ｌ２）

：放射能レベルの極めて低いもの （Ｌ３）

：放射性物質として扱う必要のない物 （クリアランス対象物）

：放射性廃棄物でない廃棄物

（一般の撤去物を含む）

使用済燃料冷却池

燃料取替機ガスダクト



知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2017.8 日本原子力発電株式会社

H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30H31H32H33H34H35H36H37

‘97 ‘98 ‘99 ‘00 ‘01 ‘02 ‘03 ‘04 ‘05 ‘06 ‘07 ‘08 ‘09 ‘10 ‘11 ‘12 ‘13 ‘14 ‘15 ‘16 ‘17 ‘18 ‘19 ‘20 ‘21 ‘22 ‘23 ‘24 ‘25

第１期工事

東海発電所廃止措置の全体工程

12

【年度】

▼運転停止（3/31）
▼原子炉解体届出（10/4）

▼廃止措置着手（12/4）

▼廃止措置計画認可（6/30）

第２期工事 第３期工事

燃料取出・搬出

5/28 6/21
原子炉領域 安全貯蔵期間 原子炉領域解体

準備工事・附属設備撤去等

▼変更届（7/30）
▼変更届（12/19）

熱交換器撤去 等

各建屋付帯設備撤去 等

原子炉本体等解体

建屋解体
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東海発電所廃止措置の全体概要
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：撤去対象

第1期工事 第2期工事

原子炉領域以外の撤去 原子炉領域以外（主に熱交換器）の撤去

第3期工事

原子炉領域の撤去 建屋等の撤去

燃料取替機の撤去

給水ポンプ等機器の撤去

タービン・発電機等の機器撤去

補助ボイラー等の機器撤去

使用済燃料冷却池内
機器の撤去及び冷却
池の除染・排水

熱交換器の撤去
（2基／4基撤去済）

生体遮へい体の撤去

炉内挿入物，原子炉圧力容器の撤去

注）建屋の地下部および基礎部は撤去対象外

補助ボイラー等の機器撤去 燃料取替機の撤去

（工事件名の赤字は実施済み）
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第１期工事（使用済燃料冷却池内除染）

14

【撮影日：２００２年５月頃】 【撮影日：２００３年５月頃】

使用済燃料収納ラックの切断作業

【撮影日：２００２年４月頃】
高圧ジェットによる使用済燃料収納ラックの除染

【撮影日：２００２年４月頃】

作業状況

作業前 作業後

燃料ラック

高圧水ジェット

燃料ラック

機械式
切断装置

使用済燃料貯蔵池

使用済燃料取扱装置



知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2017.8 日本原子力発電株式会社

第１期工事（タービン・発電機等機器撤去）
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【撮影日：２００３年３月頃】 【撮影日：２００４年３月頃】

発電機撤去

【撮影日：２００３年５月頃】

低圧タービン撤去

【撮影日：２００３年６月頃】
タービン建屋内機器撤去

【撮影日：２００４年１月頃】

撤去後撤去前

作業状況

タービン・発電機

発電機固定子

発電機回転子

タービン動翼
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第１期工事（給水ポンプ等機器撤去）
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【撮影日︓２００４年３月頃】 【撮影日︓２００４年１１月頃】

撤去後撤去前

非常用ディーゼル発電機撤去
【撮影日︓２００４年１０月頃】

消火用圧⼒タンク撤去
【撮影日︓２００４年８月頃】

作業状況

給水ポンプ

圧力タンク
ディーゼル発電機

ガス切断装置
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第１期工事（遠隔重機を用いた機器解体）
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作業状況（東海発電所での遠隔重機の活用実績）

機器撤去コンクリート基礎撤去

将来工事への適用例

建屋／使⽤済燃料貯蔵池の除染作業 開口部からの進入させ原子炉内部の解体
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第２期工事（燃料取替機撤去）
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【撮影日：２００６年３月頃】【撮影日：２００４年１０月頃】

撤去後撤去前

燃料取替機

燃料取替機
トランスポータ

燃料取替機
トランスポータ
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第２期工事（ガスダクト撤去）

19

撤去後

撤去前

熱交換器ガスダクト

仮設建屋の組立状況

仮設建屋
（放射性粉塵拡散防止用）

ガスダクト撤去状況（仮設建屋内）

熱交換器ガスダクト

閉止栓
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第２期工事（熱交換器解体・構造説明）

20

伝熱管

ﾊﾞｯﾌﾙﾌﾟﾚｰﾄ

梁

伝熱管パネル

最
大
1.
8m

SRU内部断面図
（ティア2～7）

ﾌｨﾝ

給水

加熱水

CO2出口

CO2入口 ﾎｯﾄｶﾞｽﾀﾞｸﾄ

ｺｰﾙﾄﾞｶﾞｽﾀﾞｸﾄ

ｶﾞｽ循環機

ティア2
ティア3
ティア4

ティア5

ティア6

ティア7

トップヘッド

ボトムヘッド

ティア1
φ6.25m

(約500ton/基)

(約250ton/基)

伝熱管

胴体

24
.7

m

熱交換器

スカート部
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第２期工事（No.2熱交換器解体・遠隔解体工法）

21

【 作 業 イ メ ー ジ 】
遠隔切断装置

〔切断装置配置〕 〔一次切断〕 〔切断部位移送〕 〔二次切断〕

① 仮設架台とジャッキ

装置の設置

② ジャッキダウン

（ティア１-９）

③ 仮設架台とジャッキ

装置の撤去

切断エリア（３Ｆ）

ジャッキ装置
・熱交換器の大きさ

高さ：約２４ｍ
直径：約６ｍ
重量：約７５０ｔ

・各ティアの大きさ
高さ：１．７～３．２ｍ
直径：約６ｍ
重量：５４～１３５ｔ
肉厚：５４～９４ｍｍ
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第２期工事（No.2熱交換器解体・遠隔解体工法）

22

【全体配置】

マニピュレータ
アーム

マニピュレータアーム

【一次切断装置】

モノレール

熱交換器

エアキャスタ

熱交換器本体下部【エアキャスター】
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第２期工事（No.2熱交換器解体・遠隔一次切断）

23

① 胴部開口（12ヶ所）：内部構造物（ﾊﾞｯﾌﾙ板等）の切断のため
胴部の切断

② 上下・左右分離：ティア/本体の上下分離、ティア左右分離切断

胴部

胴部開口イメージ（３Dモデル）

開口（12ヶ所）

胴部開口（例）

開口

内部構造物（バッフル板）

上下分離切断（例）

切断箇所

ティア2

ティア3

切断箇所
上下左右分離体イメージ

上下切断箇所

左右切断箇所

左右分離切断（例）

梁伝熱管

バッフル板

遠隔切断
装置
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第２期工事（No.2熱交換器解体・遠隔二次切断）

24

胴部

梁

中央バッフル板

中央バッフル板撤去後

伝熱管撤去後

胴部細断状況

胴部

胴部

胴部

梁

梁

伝熱管
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第２期工事（No.2熱交換器解体・内部構造物切断）
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第２期工事（No.2熱交換器解体・遠隔切断操作室）

26
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第２期工事（1号、2号熱交換器撤去工事比較 ）

27

1号SRU撤去工事 2号SRU撤去工事

撤去工法 ジャッキダウン工法

撤去手順 １次切断、分割ティア搬送、２次切断

１次切断 作業員による
ガス切断

遠隔切断装置による
ガス切断

１次切断片搬送 チェーンブロック等 エクストラクタ

分割ティア搬送 搬送装置 エアキャスタ

２次切断 作業員によるガス切断

２次切断片搬送 天井クレーン(2.8トン)
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第２期工事（No.1熱交換器解体・スカート切断）

28

作業員による切断

半自動切断機

半自動切断による切断

撤去後撤去前

作業状況

2016年3月11日～4月4日
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第２期工事（No.1熱交換器解体・ボトムヘッド切断）

29

2016年4月25日～5月31日

ボトムヘッド（内面）

切断ライン

火気養生
（表側）

ＳＲＵ（ティア１胴部）

エアキャスタ ボトムヘッド（外面）

撤去後撤去前

作業状況

ＳＲＵ（ティア１胴部）

ボトムヘッド（外面）
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第３期工事（圧力容器解体工法【検討例】）

30

回転プラグアーム方式
遠隔解体装置

二次生体
遮へい体

原子炉本体

一次生体
遮へい体

遮へい床版

熱交換器

遮へい床版
スタンドパイプ

トップキャップ

黒鉛ブロック
原子炉

圧力容器

炉心支持台デブリス

マニピュレータ

先端治具
（ 把 持 装 置 ／
切断装置）

撤去物搬送装置

原子炉建屋
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第３期工事（原子炉領域解体撤去工事【検討例】）

31

解体シナリオ

建屋解体

① 炉内挿入物取出し工事

② スタンドパイプ撤去工事

③ 生体遮へい床版の解体撤去工事

④ 原子炉本体解体撤去工事

⑤ 生体遮へい体撤去工事

スタンドパイプ

チャージポットトップキャップ

ボロンシールド

黒鉛ブロック

圧力容器

炉心支持台

デブリス

一次生体
遮へい体二次生体

遮へい体

遮へい床版
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第３期工事（原子炉解体手順【検討例】）

32

スタンドパイプ 遠隔解体装置

トップキャップ

ボロンシールド チャージポット

黒鉛ブロック

圧力容器 炉内構造物残部

遮へい床版
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③ 圧力容器/アスベスト：
事前撤去が必要

② 圧力容器／支持構造物

の溶接部：切断面が一様
でない（局部肉厚）

① 原子炉上部：複雑な組立構造

第３期工事（原子炉解体技術の検討【検討例】）

33

破損燃料検出管
（L1相当）

温度監視ケーブル
（L1相当）

炉心燃料チャンネル
（約２,０００ﾁｬﾝﾈﾙ）

破損燃料検出配管・温度監視
ケーブル集合体（約400体）

遠隔重機

圧力容器
＋アスベ
スト保温材

遠隔解体装置

炉心支持台

生体遮へい体 遠隔重機

スタンドパイプ

圧力容器



敦賀発電所１号機の廃止措置の状況

34
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敦賀発電所１号機の概要

35

・１９７０年 ３月１４日 営業運転開始
・２０１５年 ４月２７日 営業運転停止 （約４５年間運転）
・２０１７年 ４月１９日 「廃止措置計画認可申請」を原子力規

制委員会が認可
～ 廃止措置

○ 電気出力 ： ３５万７千キロワット

○ 原子炉型 ： 沸騰水型 （ＢＷＲ）

○ 燃 料 ： 低濃縮ウラン燃料

圧力抑制プール
（サプレッション・チェンバ）

原子炉圧力容器

原子炉格納容器
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敦賀発電所１号機の推定汚染分布

36

原子炉圧力容器

生体遮へい壁

原子炉建屋

タービン建屋

炉内構造物

原子炉格納容器

サプレッション・
チェンバ

タービン

復水器

：放射能レベルの比較的高いもの（Ｌ１）

：放射能レベルの比較的低いもの （Ｌ２）

：放射能レベルの極めて低いもの （Ｌ３）

：放射性物質として扱う必要のない物 （クリアランス対象物）
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敦賀発電所１号機廃止措置の全体工程

37

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

原子炉本体等解体準備期間
（９年間）

原子炉本体等解体期間
（９年間）

建屋等解体期間
（６年間）

原子炉本体等以外の解体

▼廃止措置計画認可

原子炉本体等解体準備
原子炉本体等解体

建屋解体

燃料搬出
（新燃料搬出及び使用済燃料構内移送)

核燃料物質による汚染の除去（系統及び施設・設備の除染）

核燃料物質によって汚染された物の廃棄（廃棄物の処理・処分）

施設・設備の維持管理

廃止措置全体 24年間

［２０□□ 年度］

放射線管理区域解除後
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敦賀発電所1号機廃止措置の全体概要

38

【建屋等解体期間】

【原子炉本体解体準備期間＋原子炉本体等解体期間】
原子炉建屋

格納容器

原子炉
圧力容器

ｻﾌﾟﾚｯｼｮ
ﾝ・ﾁｪﾝﾊﾞ

タービン建屋

タービン

復水器
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原子炉本体等解体準備期間（2017年度～2025年度）

39

原子炉建屋

タービン建屋

設備 タービン

サイズ
⾼さ︓約4m
⻑さ︓約20m
幅 ︓約8m

重量 約1,000トン
（主に⾦属）

主な工事範囲

設備 復⽔器

サイズ ⾼さ︓約13m
幅 ︓約20m

重量 約800トン
（主に⾦属）

設備 圧⼒抑制プール

サイズ 外径︓約30m
幅 ︓約9m

重量 約1,000トン
（主に⾦属）

＜作業イメージ（東海発電所の例から）＞

低圧タービンローター撤去作業の様子
管理区域内での撤去物

小割作業の様子（その１）
管理区域内での撤去物

小割作業の様子（その２）

＜主な工事内容＞
比較的放射線量が低い区域で、タービン、
圧力抑制プール（サプレッション・チェンバ）等
の施設を解体・撤去する。
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原子炉本体等解体期間（2026年度～2034年度）

40

＜主な工事内容＞
⽐較的放射線量が⾼い区域で、原子炉圧⼒容器等の機器を解体する。

原子炉建屋

タービン建屋

設備 原子炉圧⼒容器

サイズ ⾼さ ︓約19m
内径︓約4m

重量 約300トン
（主に⾦属）

主な工事範囲

＜原子炉圧⼒容器の解体⽅法（例）＞

原子炉圧⼒容器
（気中切断）

原子炉格納容器

遠隔切断装置

⽔
（遮蔽）

①遠隔切断装置により、圧⼒容器を切断
②切断物を台⾞等にて細断場所まで運搬
③切断物を遮蔽容器に収納できるサイズまで細断
④細断片を遮蔽容器に収納

①遠隔切断装置にて圧⼒容器を切断

②切断片を細断場所まで運搬

③切断片を遮蔽容器に
収納できるサイズまで細断

④細断片を
遮蔽容器に収納

細断
装置
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建屋等解体期間（2035年度～2040年度）

41

＜主な工事内容＞
管理区域を解除し、原子炉建屋等を解体する。

主な工事範囲

設備 原子炉建屋

サイズ 外径︓約40m
⾼さ ︓約60m

重量 約60,000トン
（主にコンクリート）

設備 タービン建屋

サイズ
⾼さ︓約30m
⻑さ︓約90m
幅 : 約44m

重量 約40,000トン
（主にコンクリート）

＜作業イメージ（東海発電所におけるタービン建屋内構造物撤去）＞

① ② ③
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直近3年間の廃止措置工事の工程

42

工事件名 2017年度 2018年度 2019年度

機器・配管等
の除染

圧⼒抑制プー
ル⽔処理

放射能汚染レ
ベルが低い設備
の解体

新燃料搬出

使用済燃料の
構内移送

施設・設備の
維持管理

T/B1階排
⽔ピット除
染作業

期間中に１回実施予定

⽔処理作業
（〜2020年度）

原子炉建屋１階機器の解体

維持管理設備（換気空調設備、クレーン、非常用ディーゼル発電機等）の管理、運営

タービン建屋３階機器の解体

処理装置の据付

期間中に１回実施予定

6月完了
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圧力抑制プール（トーラス）水処理の概要

43

トーラス
外径︓約30ｍ
⾼さ︓約9ｍ

＜トーラス⽔処理装置＞
（処理能⼒︓ ５m3／３日・基）

処理タンク
直径︓約2m
⾼さ ︓約5m
重量︓約2t
容量︓約7m3

基数︓ 2基

現状 処理基準
有機防錆剤 約1,500ppm 全有機炭素︓100ppm以下
無機防錆剤 約100ppm 六価クロム︓0.5ppm以下、全クロム︓2.0ppm以下

処理後、既設排気系へ

※トーラス⽔は放射性物質が含まれているため、放射性物質の除去も必要（クロム含有廃樹脂︓約30m3発生）。

排気処理
装置

原子炉建屋地下階にある 圧力抑制プール（以下「トーラス」）内の保有冷却水（約2,000m3）
に含まれる有機防錆剤及び無機防錆剤を、処理基準値以下まで浄化処理する。

処理後既設廃液処理系へ

薬品添加装置、
オゾン発生装置、

樹脂塔 等

循環ポンプ

トーラス水受入

有機分解

ph≦3

六価⇒三価
クロム還元

オゾン注入

ギ酸注入

過酸化水
素注入

樹脂通水

処理液排水
クロム含有

廃樹脂

ph>3
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放射能汚染レベルが低い設備の解体工事の概要

44

圧⼒抑制プール⽔処理装置の設置場所や、解体物の除染等を⾏う場所を確保するため、原子炉
建屋１階及びタービン建屋３階に設置されている放射性物質で汚染された機器を解体・撤去する。

＜原子炉建屋＞

＜原子炉建屋1階＞
＜タービン建屋＞

解体対象︓制御棒駆動⽔圧
ユニット等

解体物量︓約100トン
解体範囲︓約300m2

＜タービン建屋3階＞

解体対象︓タービン・発電機等
解体物量︓約1,400トン
解体範囲︓約2,000m2

タービン

発電機
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新燃料搬出作業の概要

45

敦賀発電所1号機の使用済燃料プール内に保管している未使用の燃料（新燃料）を
敷地外に搬出する。

保管場所 保管量

使用済燃料プール 36 体

全⻑約4ｍ

【燃料集合体概観図】

燃料棒

チャンネルボックス

支持格子

燃料ハンドル

重量︓約250kg

使用済燃料プール
新燃料

専用容器

原子炉建屋

5階

4階

3階

2階

1階

地階

輸送トラック

①専用容器の搬入
②新燃料の取出し、収納
③専用容器の搬出

①
②

③
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使用済燃料の構内移送作業の概要

46

敦賀発電所1号機の使用済燃料プール内に保管している使用済燃料を、敦賀発電所2号
機の使用済燃料ピットへ構内移送する。
※構内移送後の使用済燃料は、再処理施設の操業後、敦賀発電所2号機の使用済燃料ピットから搬出する予定

保管場所 保管量

使用済燃料プール 314 体

①専用容器の搬入
②使用済燃料の取出し、収納
③専用容器の搬出

原子炉建屋

5階

4階

3階

2階

1階

地階

①

②

③

使用済燃料プール

全⻑約4ｍ

【燃料集合体概観図】

燃料棒
チャンネルボックス

支持格子

燃料ハンドル

重量︓約250kg



廃棄物処理・処分

47
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原子力施設の廃止措置に伴い発生する廃棄物

48

一般の撤去物

原子炉施設の管理区域内

放射性廃棄物
でない廃棄物

（NR)

低レベル
放射性

廃棄物

L1

L２

L３

クリアランス物

原子力施設

（放射性物質として扱う必要のない物）

L1： 低レベル放射性廃棄物のうち放射能レベルの比較的高い廃棄物
L2： 低レベル放射性廃棄物のうち放射能レベルの比較的低い廃棄物
L3： 低レベル放射性廃棄物のうち放射能レベルの極めて低い廃棄物
クリアランス物： 放射性物質として扱う必要のない物
放射性廃棄物でない廃棄物 ： ＮＲ物（Non Radioactive waste)
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原子力発電所の解体撤去物の推定発生量

49

放射能レベル区分 GCR BWR PWR

低レベル

放射性

廃棄物

放射能レベルの比較的
高い廃棄物（Ｌ１）

約 1,600 約100 約200

放射能レベルの比較的
低い廃棄物（Ｌ２）

約 8,700 約900 約1,800

放射能レベルの極めて
低い廃棄物（Ｌ３）

約 12,300 約11,900 約4,100

小 計 約 22,400 約12,800 約6,000

クリアランス対象物（ＣＬ） 約 41,100 約28,500 約11,700

放射性廃棄物でない廃棄物

（一般の撤去物を含む）
約 128,700 約495,500 約477,300

合 計※ 約 192,200 約536,700 約495,000
解体後除染処理後の物量
※合計値については，百トン単位で切り上げ（端数処理のため合計値が一致しないことがある。）
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低レベル放射性廃棄物の区分と処分方法

50

中深度処分

埋設地は検討中

東海発電所から発生するL3
廃棄物の埋設施設を、東海発
電所敷地内に建設する計画

人工構築物
地表面下50～100m
管理期間: 300～400 年(検討中)

コンクリートピット
地表面近く
管理期間: 300～400 年

人工構築物なし
地表面近く
管理期間: 50 年程度

ピット処分 トレンチ処分

Ｌ１廃棄物

Ｌ２廃棄物
Ｌ３廃棄物

放射能レベルの
比較的高い廃棄物

(L1廃棄物)

放射能レベルの
比較的低い廃棄物

(L2廃棄物)

放射能レベルの
極めて低い廃棄物

(L3廃棄物)
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低レベル放射性廃棄物埋設施設の操業状況

51

対象廃棄物 場所

L1埋設施設

原子力発電所から発生した
・運転中廃棄物
・解体廃棄物

検討中

L2埋設施設

原子力発電所から発生した
・運転中廃棄物
(濃縮廃液、使用済樹脂、焼却灰)

原燃六ヶ所LLW埋設センター
1号埋設施設 （操業中）

原子力発電所から発生した
・運転中廃棄物
(金属類、プラスチック、保温材、

フィルター類などの固体状廃棄物)

原燃六ヶ所LLW埋設センター
2号埋設施設 （操業中）

原子力発電所から発生した
・運転中廃棄物
・解体廃棄物

検討中

L3埋設施設

原電東海発電所から発生した
・運転中廃棄物
・解体廃棄物

原電東海 L3埋設施設 (安全審
査中)

動力試験炉（JPDR）から発生した
・解体廃棄物

JPDR L3埋設施設 (覆土完了・
管理期間中)
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L1廃棄物埋設施設の検討例

52

連絡坑道
埋設空洞

アクセス坑道

主要坑道

地上施設

A

A A–A 断面図

圧縮ベントナイト

モルタル
鉄筋コンクリート
モルタル

L1 廃棄体

10万年後において
も深度70mを確保

埋設施設

鉄筋コンクリート

内部遮へい材

外寸：□1,600mm

貧配合ベントナイト

出展：総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会 埋設処分技術ワーキンググループ（第6回 資料2）（2011）を加工
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L2廃棄物埋設施設の実例（六ヶ所LLW埋設センター）

53出展：日本原燃（株）ホームページ

1号埋設施設2号埋設施設 1号埋設施設 2号埋設施設

受入対象
廃棄物

濃縮廃液、使
用済樹脂、焼
却灰等

金属類、プラス
チック、保温材、
フィルター類等

埋設容量 20万本相当 20万本相当

埋設ピット数 40 16

操業開始 1992年12月 2000年10月

埋設数
（2017年5月現在）

148,147本 147,232本

日本原燃㈱ 六ヶ所
低レベル放射性廃棄物埋設センター（操業中）

2号埋設施設の例

9段5列8行の
俵積みで定置

廃棄体（ドラム缶）

ベントナイト混合土

廃棄体

埋設設備

セメント系充填材
ポーラスコンクリート層

約9m以上の覆土
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L2廃棄物埋設施設の実例（六ヶ所LLW埋設センター）
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① 定置

② 廃棄体間へのモルタル充てん

③ 鉄筋コンクリートによる覆い

出展：日本原燃（株）ホームページ
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L3廃棄物埋設施設の建設予定地（原電東海）
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【凡 例】

周辺監視区域境界線

事業所敷地境界線

モニタリングポイント
(モニタリングポスト)

太平洋東海発電所

東海第二
発電所

至 日立

至 水戸

P

P

P

P

廃棄物埋設地の設置場所
は、T.P.約+8mである。

P

約
10

0m

約80m

廃 棄 物 埋 設 地 は 、

東海発電所の原子炉
建屋の北西約700m、
東 海 第 二 発 電 所 の
原 子 炉 建 屋 の 北 西
約500mに位置する。

JPDR L3埋設施設（既設）
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L3対象廃棄物及び収納例（原電東海）
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廃棄物 金属 コンクリートブロック コンクリートガラ

容器等の
イメージ

鉄箱 プラスチックシート フレキシブルコンテナ

容器等の材質 炭素鋼 ポリエチレン等
ポリエチレン・

ポリプロピレン等

容器等の外寸
（m）

約1.4×約1.4×約1.1 約0.7×約0.9×約0.9 約Φ1.3×約0.8

廃棄物
収納重量（t） 約1.5 約1.3 約1.0
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L3埋設施設の鳥瞰図（原電東海）
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約100m

仕切板
（H鋼＋矢板）

雨水浸入
防止用テント

南 側
（埋設終了）

北 側

南側埋設
トレンチの状況

北側埋設
トレンチの状況

地下水位等監視設備

地下水位等
監視設備
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L3埋設施設の平面図（原電東海）
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最大埋設能力： 26,400m3

埋設トレンチは、廃棄物の底面
がT.P.約＋4mとなるよう掘り下
げて設置する。

1区画が約15m×約8mとなる

よう仕切板により区分し、合計
で55区画設ける。

埋設トレンチを南側25区画と
北側30区画に分ける。

最大埋設能力は、約26,400m3

である。
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L3埋設施設の断面図（原電東海）
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約4m

廃棄物

中間覆土

0.2m以上

0.5m以上

約1m

約1m

約1m

地下水面

約2m
仕切板

凡例 ：低透水性土壌

：既存の周辺土壌

１区画分の鳥瞰図

最終覆土厚さ : 2m以上

：埋戻土壌
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L3対象廃棄物の埋設方法例（原電東海）
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雨水浸入防止用テント

①１段目廃棄物定置

移動式クレーン

廃棄物

②１段目の中間覆土・転圧

振動転圧

廃棄物

③２段目廃棄物定置

移動式クレーン

廃棄物

④最終覆土締め固め

振動ローラ

中間覆土（0.2m以上）

最終覆土（2m以上）

仕切板

中間覆土
（0.2m以上）

中間覆土
（0.5m以上）
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L3埋設施設の実例（JPDR）

61資料提供：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

・ＪＰＤＲ解体において「極低レベル固体廃棄物埋設処分実証試験」として実施。

（埋設実施期間：平成7年12月～平成8年6月、埋設総重量：コンクリート約1,670トン、

管理期間：約30年※）

①廃棄物定置前 ⑤埋設終了後

②廃棄物定置 ③中間覆土 ④転圧
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東海発電所クリアランス処理フローと測定装置
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主要な仕様

機器、配管類の撤去細断

形状、性状による仕分け

除染（必要な場合）

表面汚染測定
（偏在汚染の有無確認）

専用測定器による測定

搬出待ちエリア

ゲートモニタ／搬出

測定方法 鉄箱に収納して６面全て測定

測定単位 容器外寸(m)
測定最大容量
測定最大重量

1.3W×1.3L×1.0H
1.5m3

1.0トン以下（旧NISA内規）

測定時間 12分（正味計測時間240秒）

クリアランス検認専用測定装置
測定及び評価方法の認可申請

確認待ちエリア

確認申請

測定対象物

検出器
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クリアランス対象物の当面の再利用方針
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東海発電所のクリアランス対象物の当面の取扱い
金属

処分場に適切に埋設

コンクリート

原子力関連
施設での
再生利用

発電所

鉄筋、鉄骨、処分
容器、遮蔽材 等

敷均し材、埋戻
材、路盤材 等

保温材等

【コンクリート】 【金属】

溶融・破砕等
の再生処理

減容等の
中間処理
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東海発電所クリアランス金属の再利用実績
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⑤ 車両進入防止用ブロッ
ク

④ インターロッキングブロック

③ 配管基礎② ベンチ① 遮へい体（J-PARC用）

100×50×20 cm    700 kg

重量：10 kg/1 ブロック 重量：1.6 ton 重量：200 kg

重量：40～50 kg



廃止措置の課題

65
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廃止措置の課題
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① 低レベル放射性廃棄物（解体廃棄物）の埋設施設の確保
現状、L1～L3（解体廃棄物）の埋設施設はいずれも存在しない
L1：新規制基準を策定中、埋設施設は電気事業者全体で検討中
L2：埋設施設は電気事業者全体で検討中
L3：埋設施設は事業者ごとに個別に検討要、原電東海発電所は現在審査中

（特に、物量の多いL3埋設施設の確保は、廃止措置初期段階で必要）

② クリアランス対象物の円滑な市場流通
「クリアランス制度が定着するまでの間、事業者が自主的に搬出ルートを把握・
業界内で再生利用（H17.10 国会）」とされており、クリアランス物の流通が現在
も限定されている
利用先が限定され、クリアランス物の搬出先確保が困難
制度定着の判断を早期に行い、フリーリリースの実現が必要
クリアランス対象物の拡大、検認保守性の排除、法手続きの簡素化も必要

③ 使用済燃料の搬出先の確保
一部電気事業者は中間貯蔵施設を建設中


